

















































列強はどこかというドイツの潜在的な意識がいまや顕在化した。1927 年 4 月の時点では，日本は
ドイツの視界から消えつつあり，アメリカとイギリスが残った。












　独中関税条約の調印からまもない 8 月末，駐華公使ボルヒ（Herbert von Borch）はベルリンに
宛てて調印に対する上海外交団の反応についての詳細な報告を送った。そのなかでボルヒは，イギ
リス公使ランプソン（Sir Miles Lampson）が自らとの会話のなかで，「貴殿はきわめて巧みに成し
遂げた。」（You have done extremely well.）と述べ，ドイツがアメリカとは異なって譲歩なしに最
恵国待遇を得るという成果を挙げたことを賞賛し，また対中関税問題でドイツが他の列強と「同じ








（2）　Borch an Auswärtiges Amt, Nr. 2064, 27. August 1928, Politisches Archiv des Auswärtigen Amts R65495. 以














く追随したのは，9 カ国条約締結国ではないドイツであった。イギリスなどの 9 カ国条約国は，ま
ずアメリカの条約調印に衝撃を受け，次いでドイツの条約調印にあらためて衝撃を受けた。雪崩を
打っての対中条約調印はその結果だったのである。
　1924 年 8 月にアメリカの主導により段階的に修正されたヴェルサイユ体制の下，この体制のア









　ワシントン体制急旋回のいまひとつの契機となったのは，中国の攻勢である。1928 年 10 月 1 日，
国民政府は翌 1929 年 1 月 1 日以降「国民関税」を実施すると宣言した。さらに，12 月 6 日には海
関輸入税税制を 1929 年 2 月 1 日に施行すると公布し，英米伊日など 8 カ国に通告した。そして
1929 年 2 月 1 日，国民政府は新輸入税率の実施および輸出付加税の増徴を通告した。他方，1928
年 10 月 10 日に国民政府主席に就任していた蒋介石は，1929 年 1 月 1 日，3 年以内に不平等条約を
（3）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 21. Dezember 1928, PAAA R65495. 英中交渉について，久保亨『戦間期中
国〈自立への模索〉―関税通貨政策と経済発展』東京大学出版会，1999 年，31-35 ページ，参照。
（4）　Fischer an AA, Telegramm, 29. Oktober 1928, PAAA R105587; Fischer an AA, 12. November 1928, PAAA 
R9208/2473; Fischer an AA, Telegramm, 24. November 1928, PAAA R105587; Fischer an AA, Telegramm, 28. 
November 1928, PAAA R105587.
（5）　General Executiv Komité stimmt gestern sämtlichen neu abgeschlossenen Tarifverträgen zu, Min-kuo Shin-
pao, 10. Januar 1929, PAAA R9208/2473.
ドイツの対中通商政策とヴェルサイユ＝ワシントン体制の急旋回（工藤　章）
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廃棄すると発表した（6）。新輸入税率については，1928 年 12 月，王正廷がドイツ公使館員に対して
1929 年 2 月 1 日までに発効させる意向を表明していた（7）。












た。また日清条約改定交渉にも携わった。その後，1928 年 6 月から 12 月までの半年間，ベルリン
に赴任していた（10）。
　関税条約交渉を開始した後，ドイツ外務省はこの事実を日本大使館に対して伝えていた。これを









ると述べている（12）。さらに，通商条約交渉が開始された後の 10 月 24 日，重光は外務省に 3 度目の
（6）　後藤春美『上海をめぐる日英関係　1925-1932 年―日英同盟後の協調と対抗』東京大学出版会，2006 年
（Harumi Goto-Shibata, Japan and Britain in Shanghai, 1925-31, London: Macmillan Press, 1995），192 ページ。
（7）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 6. Dezember 1928, PAAA R105377.
（8）　後藤，前掲，191 ページ。
（9）　武田知己『重光葵と戦後政治』吉川弘文館，2002 年，46-48，52 ページ。引用は 46 ページ。
（10）　重光葵『重光葵外交回想録』毎日新聞社，1953 年，52-54 ページ，武田，前掲，60-64，67 ページ。
（11）　Aufzeichnung, 16. August 1928, PAAA R65495（無署名）.




















　事実，1929 年 1 月 30 日，双方が妥協して交渉が妥結し，南京において芳沢と外交部長王正廷と
の間で公文が交換された。ただし，日本側はまだ中国の関税自主権を完全には承認していない（19）。
　6 月 3 日，田中義一内閣は国民政府の承認に踏み切った（20）。米英から遅れること半年である。関
税自主権の承認に先だっての政府承認は，政府承認を関税交渉上の武器として用いる可能性が閉ざ
されたことを意味していた。
　1930 年 1 月，重光が上海に赴き宋子文との間で交渉を開始した。2 月末，交渉が妥結し，3 月 12
日，両者は日中関税協定に仮調印した。日中関税協定の正式調印は 5 月 6 日である。日本側は特定
（13）　Michelsen und Trautmann, Aufzeichnung, 24. Oktober 1928, PAAA R65495. これらの活動について，重光は
ベルリン駐在時期に関する回想のなかで触れていない。重光，前掲，56 ページ。管見のかぎりでは重光のほかの
著作でも同様である。
（14）　Borch an AA, 4. September 1928, PAAA R65495.
（15）　久保，前掲，29-30 ページ。
（16）　Fischer an AA, Telegramm, 19. Oktober 1928, PAAA R105377.
（17）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 11. Dezember 1928, PAAA R65495.
（18）　Voretzsch an AA, Telegramm, 14. Januar 1929, PAAA R105377.





品目の税率規制という条件付きで中国の関税自主権を承認した（21）。これを受け，中国は 5 月 12 日，













だ，その解釈は重光が満洲事変勃発後に国際連盟への抗弁を想定して書き，1931 年 12 月に刊行さ
（21）　久保，前掲，57-62 ページ。日本側の交渉の主たる担当者は，当初から一貫して重光であった。武田，前掲，
69-81 ページ。重光自身，『重光葵外交回想録』前掲で当該交渉に「五　日シ関係の転回」「六　幣原外交」の 2 章
を充てている。
（22）　久保，前掲，35 ページ。
（23）　より広い視野から中国の世論の反英から反日への転換を見た次の指摘を参照。「1928 年 5 月から 8 月は，イギ

















（25）　ラーテンホーフは 1928 年の時点での通商関税交渉について「日本外交の軍事化」（Militalisierung der 
japanischen Außenpolitik） と 評 価 し て い る。Udo Ratenhof, Die Chinapolitik des Deutschen Reiches 1871 bis 
1945. Wirtschaft-Rüstung-Militär, Boppard am Rhein: Harald Boldt Verlag 1987, S. 329.







　1928 年 8 月の独中関税条約調印の前後，国際連盟においても，ドイツは中国国民政府に対して
「好意」を示した。
　ドイツが連盟に加盟したのは 1926 年 2 月であったが，その後ドイツは常任理事国となった。北
京政府に対しては一貫して好意的態度を示した（28）。独中関税条約調印とともに，外務省は国際連盟
での説明の準備を進めていた（29）。引き続き中国に対して好意的であったが，「好意」の対象は国民

















（John Van Antwerp MacMurray）の回想録 John Van Antwerp MacMurray, edited by Arthur Waldron, How the 
Peace Was Lost: The 1935 Memorandum: Developments Affecting American Policy in the Far East, Stanford: 
Hoover Institution Press, 1992 とは対照的である。
（28）　Mechthild Leutner（Hrsg.），bearbeitet von Andreas Steen, Deutsch-chinesische Beziehungen 1911-1927. 
Vom Kolonialismus zur „Gleichberechtigung“. Eine Quellensammlung, Berlin: Akademie Verlag 2006, S. 201-203.
（29）　Trautmann, Aufzeichnung, 28. August 1928, PAAA R65495.
（30）　Borch an AA, 4. September 1928, PAAA R65495.
（31）　Fischer an AA, Telegramm, 27. September 1928, PAAA R65495; R105587; Trautmann an Gesandtschaft 
Shanghai, Telegramm, 27. September 1928, PAAA R65495.











ための法案（Gesetz über ein Handelsabkommen zwischen dem Deutschen Reich und der 
Republik China）が外務省から帝国議会に送付された。12 月半ば，帝国議会はこれを速やかに可
決し（37），翌年 2 月には協定が批准された旨が官報に掲載された（38）。











（33）　Fischer an AA, Telegramm, 2. Oktober 1928; Fischer an AA, 16. Oktober 1928;（Shanghai）an Botschaft 
Peking, 19. Oktober 1928, PAAA R65495.
（34）　Fischer an AA, Telegramm, 8. Oktober 1928, PAAA R65495.
（35）　Fischer an AA, Telegramm, 3. Dezember 1928, PAAA R105587.
（36）　Fischer an AA, Telegramm, 27. November 1928, PAAA R65495.
（37）　Stresemann an Reichstag, Entwurf eines Gesetzes über ein Handelsabkommen zwischen dem Deutschen 
Reich und der Republik China, 7. Dezember 1928; Präsident des Reichstags an Außenminister, 14. Dezember 
1928, PAAA R65495; Trautmann an Botschaft Peking, Telegramm, 29. Dezember 1928; Reichsgesetzblatt, 1928, 
Teil II, Nr. 50, 29. Dezember 1928, S. 646-648, PAAA R65495.
（38）　Schubert, Bekanntmachung, 21. Januar 1929; Reichsgesetzblatt, 1929, Teil II, Nr. 7, 1, Februar 1929, S. 79, 
PAAA R66988.
（39）　Stresemann an Wang, 21. Januar 1929, PAAA R66988.
（40）　程道徳・鄭月明・饒戈平編『中華民国外交史資料選編　1919-1931』北京：北京大学出版社，1985 年，477-
478 ページは「関税条約」としている。Ratenhof, op. cit., S. 351; Leutner（Hrsg.），op. cit., S. 282; Bernd Martin
（Hrsg.），bearbeitet von Susanne Kuß, Deutsch-chinesische Beziehungen 1928-1937. „Gleiche“ Partner unter 




　1928 年 12 月，北京のドイツ公使館の目はイギリスに注がれていた。
　12 月 20 日，イギリスは国民政府との間で関税自主権の承認および最恵国待遇の相互供与を内容











なうよう具申していた（43）。ドイツ公使館は 2 月 6 日，米中間で書簡が交換され，アメリカの主張ど
おり，最恵国待遇が貿易商品にも適用されることを確認していた（44）。
　このような米中間の折衝を受け，2 月 25 日，北京のドイツ公使館は中国側に交換書簡草案を提
示した。4 月に入って，中国側はこれを基本的に了承した（45）。その後，細部の詰めのための交渉を












（41）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 18. Dezember 1928, PAAA R105377.
（42）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 13. Januar 1929, PAAA R66988.
（43）　Ibid.
（44）　Erdmannsdorf an AA, 8. Februar 1929, PAAA R66988. これは内容的には不正確であり，Erdmannsdorf an 
AA, 12. Februar 1929, PAAA R66988 における記述が正しい。
（45）　Erdmannsdorf an AA, Telegramm, 11. April 1929, PAAA R66988; Erdmannsdorf an AA, 23. April 1929, 
PAAA R65495; Trautmann an Botschaft Peking, Telegramm, 24. April 1929, PAAA R65495.











けられた。関税条約の調印から 1 カ月も経たない 1928 年 9 月半ば，ボルヒは中国側の次の出方を
予測していた（47）。早くも 10 月 20 日，ボルヒの予測したとおり，外交部は北京のドイツ公使館に 22
カ条から成る独中通商条約草案を渡した（48）。この時点で関税条約の批准はまだ終わっていない。
　ドイツ公使館はただちにこの中国側草案を検討した。その結果，中国側が 1921 年 5 月の「合意」









た。中国案はベルリンの本省でも検討された。その結果，1929 年 3 月，本省はボルヒに対して中
国側と接触し，草案に対する回答をおこなうよう指示した（50）。






（47）　Borch an AA, 12. September 1928, PAAA R65495.
（48）　Fischer an AA, Telegramm, 20. Oktober 1928, PAAA R65495.
（49）　Fischer an AA, 26. Oktober 1928, PAAA R65495.
（50）　Fischer an AA, 30. November 1928; Protokoll, 9. März 1929;.Trautmann an Deutsche Gesandschaft Peking, 
10. März 1929, PAAA R66988.
（51）　Borch an AA, Telegramm, 7. Juni 1929, PAAA R66988.
（52）　Trautmann an Deutsche Gesandschaft Peking, 12. Juni 1929; Borch an AA, Telegramm, 26. September 1929, 
PAAA R66988.
（53）　Borch an AA, 4. Juli 1929, PAAA R9208/2473.
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　1929 年 1 月 10 日，国民政府は通信社を通じて関税条約締結の成果を英文で公表した。そこには，
条約調印国が調印の時期の順に列記されており，ドイツはアメリカの次に明記されていた（58）。
　ところが，おそらく同年 3 月末に刊行された国民政府の冊子『新訂中外条約』ではドイツの扱い
が異なっていた。すなわち，第 1 部 関税条約（Tariff Treaties）にはベルギー，イタリア，デン
マーク，ポルトガル，スペインが，第 2 部 暫定友好通商条約（Preliminary Treaties of Amity and 
Commerce）ではアメリカ，ノルウェー，オランダ，スウェーデン，イギリス，フランスの 6 カ国
が挙げられているが，ドイツは無題の第 3 部に 1 国のみ挙げられるという扱いになっていたのであ
る。日本は当然ながら挙げられていない（59）。
　このような扱いに対して，ドイツ外務省は抗議した。ただしなぜか，それは冊子刊行から 1 年近
く経った 1930 年 1 月になってからのことである（60）。
　ドイツの抗議は中国側の受け入れるところとはならなかった。その後 1930 年 12 月下旬，王正廷
はひとつの論考を発表し，自らの外交成果を誇示したが，そこでのドイツの扱いは次のようなさら
に冷淡なものになっていた。すなわち，「1928 年 7 月から 12 月までの間に 11 カ国，すなわちアメ
リカ合衆国，ノルウェー，ベルギー，イタリア，デンマーク，ポルトガル，オランダ，イギリス，
フランス，スウェーデン，スペインが中国との間で中国の関税自主権に関する条約を締結し
た（61）」。関税条約に関するこの記述には，1928 年 8 月に関税条約を締結したドイツは挙げられてい
（54）　Borch an AA, 18. März 1930, PAAA R64426.
（55）　Borch an AA, 13. März 1930, PAAA R64426.
（56）　Kühlborn (Peking) an AA, Telegramm, 13. April 1930, PAAA R64426.
（57）　Borch an AA, 5. Mai 1930, PAAA R64426; R105866.
（58）　China’s treaty situation and economic rehabilitation discussed by Minister C. T. Wang, Kuo Min News 
Agency, January 10, 1929, PAAA R9208/2473.
（59）　外交部情報司編印『新訂中外条約』（Intelligence and Publicity Department, Ministry of Foreign Affairs （ed.），
Sino-Foreign Treaties 1928），PAAA R9208/2473. 刊行年は明記されていない。ただし，外交部次長唐悦良（Y. L. 
Tong）による序（Preface）は 1929 年 3 月 20 日付けである。
（60）　（Nanking）an Peking, 31. Januar 1930, PAAA R9208/2474.








い。ちなみに，『戦争関係条約集』に示された当時の日本側の認識は，1928 年 8 月，独中「貿易協
定」が調印され，1929 年 1 月 1 日に発効したというものであった（64）。
　その後の文献資料でも，1928 年独中関税条約はしばしば消えている（65）。
　さて，どうしてこのような事態になったのか。ドイツの 1921 年以来の「好意」，そして 1928 年











（62）　王正廷は通商関税条約交渉を含む外交活動に関して，服部龍二編『王正廷回顧録　Looking Back and Looking 
Forward』中央大学出版部，2008 年，Chapter 16 など，いくつかの回顧録を残している。だが，この時の対独交
渉についての具体的な言及は見当たらない。完顔招元『王正廷的外交生涯』北京：団結出版社，2008 年，148 ペー
ジには，1928 年 8 月 17 日，中独関税条約の調印，20 日，同条約，ベルリンおよび南京での同時公布という事実を
記すのみである。
（63）　Borch an AA, 5. Januar 1931, Anlage, PAAA R9208/2473. なお，1936 年，Deutsch-Chinesische Nachrichten, 
Tientsin, 1. März 1936, PAAA R9208/2473 では，独中通商条約の改定の動きについて簡単に報じているが，この
通商条約は 1928 年の通商協定と誤って理解されている。
（64）　外務省条約局編『第二次世界戦争関係条約集』日本外政協会，1943 年，814-816 ページ。
（65）　最も信頼しうる研究文献における次の記述はその一例である。「しかしこの 1928 年 11 月から 12 月にかけ中国
と各国との間で，中米関税条約の規定とほぼ同じ内容の条項を含む条約が次々に調印されていった。ノルウェー
（11 月 12 日），オランダ（12 月 19 日），スウェーデン（12 月 20 日），フランス（12 月 22 日），ベルギー（11 月 22
日），イタリア（11 月 27 日），デンマーク（12 月 12 日），ポルトガル（12 月 19 日），スペイン（12 月 27 日）。そ
して……イギリスもまた……。」久保，前掲，30 ページ。




Eckert）を告訴し，広州で裁判にかけたのである。Walter Eckert, Die HAPRO in China. Ein Bericht über 
Entstehung und Entwicklung des deutsch-chinesischen Austauschvertrages 1930-1937, Graz: Josef Schmuck 1981, 




















伐の完成と全国統一の後も，中国はドイツ製武器の市場であり続けた。1930 年 5 月には中原大戦
が勃発したし，共産党勢力との対立が深まり，また日本との軍事的緊張が増したからである。
　ドイツ自身，ヴェルサイユ条約におけるドイツの武器輸出入を禁止した規定に基づき，1920 年
12 月，武器の輸出入を禁止する法律を制定し，その後の同法改正を経て，1927 年 7 月には新たな
武器輸出入禁止法を制定した。中国市場に関しては，1919 年 5 月に北京外交団 12 カ国が結んだ対
中武器輸出協定にドイツが加わることはなかったが，1928 年 3 月になって対中武器輸出法を制定
し，事実上北京外交団の協定に加わることになった。ただしこれは 1 年の期限付きの法律であった
が，それが失効する前，1929 年 4 月に北京外交団の対中武器輸出協定自体が廃止された。これら
の禁止措置はいずれも各種の抜け穴があり，実際にも密輸が盛んにおこなわれていた（69）。
　1929 年 4 月以前も，ドイツ外務省はドイツの対中武器輸出に頭を悩ませていた。それは不介入
中立という対東アジア外交方針を揺るがすものだったからである。いっさいの禁止規定がなくなっ
た 1929 年 4 月以降，この問題はさらに扱いにくいものとなった。しかも，中国には 1928 年以降，
（67）　Schoen, Aufzeichnung, 27. März 1930, PAAA R105866.
（68）　Michelsen an Ministerium des Innern usw., 9. April 1930, Anlage: Niederschrift über Sitzung im AA am 8. 
April 1930, PAAA R105866.
（69）　Schubert an Solf, Telegramm, 14. April 1929, Akten zur deutschen auswärtigen Politik 1918-1945, B, XI, 
Göttingen: Vandenhoeck & Ruprecht 1978, S. 398-399. 対中武器輸出について概観したものとして，Ratenhof, op. 











ペ ー ン 」 が 起 き た と き で あ っ た。 中 国 市 場 へ の 期 待 を 高 め つ つ あ っ た ド イ ツ 産 業 連 盟
（Reichsverband der Deutschen Industrie. RDI）を中心とする経済団体は，中国調査団（China-
Studienkommission）を組織し，それを 1930 年 3 月から 7 月にかけて派遣したのである。
　調査団派遣の発端は，武漢国民政府の孫科（後に国民政府初代鉄道部長）がドイツ滞在中の
1928 年 6 月におこなった要請である（70）。この要請に対して産業連盟はすぐさま反応した。会合を開







　その後，1928 年 8 月，独中関税条約が調印されて南京国民政府の事実上の承認が果たされ，ま
た 10 月には孫科が国民政府の初代鉄道部長に就任すると，外務省も態度を軟化させたものと思わ





　派遣はさらに遅延した。その一因は産業連盟と東アジア協会 （Ostasiatischer Verein e. V.） の対
立である。東アジア協会は当初から派遣計画に難色を示しており，団員の構成などについて異論を
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　ちなみに，この調査団派遣の直後，1930 年 7 月末，イギリス商務省は日本および中国にイギリ
ス極東経済使節団（British Economic Mission to the Far East）を派遣する計画を公表した。そし




　 な お， 調 査 団 派 遣 を 契 機 に，1931 年 1 月， 恒 常 的 な 組 織 と し て 中 国 調 査 会（China-
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